
【【６１－２】港湾の耐災害性強化対策（高潮・高波対策）【国土交通省】（１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

令和元年房総半島台風や令和元年東日本台風等で発生した想定外の波浪等による浸水被
害や施設損壊等を踏まえ、高潮・高波対策を推進することにより、頻発化・激甚化する台風等
による重要な港湾施設の被害の軽減を図り、海上交通ネットワークを維持する。

KPI
＜KPI・指標の定義＞

(５か年）
分母：海上交通ネットワークの維持のため、高潮・高波対策を実施する必要がある港湾
分子：分母のうち、港湾機能維持・早期再開が可能となる港湾

（中長期）
外郭施設等の防水・止水機能の強化や耐波性能の強化に資する改良が必要な港湾における整備対象

延長のうち、施設全体の整備が完了した延長の割合

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

高波・高潮による重要な港湾施設が長期間にわたり供用できない事態を防止するために、防
波堤の整備を行うことで、KPI・補足指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
対策の推進のほか、整備中の防波堤が地震や台風で被災すると、指標の値が変化。

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か年

【国交】海上交通ネット
ワークの維持のため、
高潮・高波対策を実施
する必要がある約100
港湾において、港湾機
能維持・早期再開が可
能となる割合

KPI ％ 0（R2） 1 2 2 -
14

（R7）

中長期

【国交】全国の港湾
（932港）のうち、高潮・
高波対策（港湾計画等
に基づく外郭施設等の
防水・止水機能の強化、
耐波性能の強化に資
する改良等）を実施す
る必要がある施設延長
（170km）整備完了率

KPI ％ 42(R5) - - 42
100

(R34)
-

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・骨太の方針2020 において、３か年緊急対策後については、中長期的視点に立って
具体的KPI（数値）目標を掲げ計画的に取り組むとされており、高潮・高波対策の
KPIを設定した。

・各地方整備局等や港湾管理者において、5か年加速化対策閣議決定当時の港湾
計画や継続中の事業から、今後対策が必要な港湾のうち、実施状況や工事の調
整状況を踏まえて、5年間で対策が完了すると見込まれた港湾を計上し、「R7dまで
に14%」と設定した。

・「第１次国土強靱化実施中期計画」の策定に際し、中長期の目標を再設定した。

予算投入に
おける配慮
事項

・社会資本整備重点計画等に定めた目標の確実な達成を図るため、各事業の必要
性・緊急性を総合的に勘案して予算投入を図る。

地域条件等
を踏まえた
対応

・激甚化・頻発化する自然災害に対応するため、近年の台風等を踏まえて見直した
設計沖波等により想定される高潮・高波の発生時に、港湾の重要な施設（岸壁、臨
港道路等）が、長期間にわたり供用できない事態を防止する観点から、過去の災
害発生状況を踏まえ、各地域における対策内容を検討。

＜地域条件等＞

1

■過去の台風経路

地形条件、海象条
件等が異なることを
踏まえ、堤防の高さ
等に配慮した上で各
地域における対策を
推進。

指標 R3 R4 R5 R6※ R7※ 累計

インプット

予算額（国費） 9,897 3,405 2,724 2,896 2,260 21,183

執行済額（国費） 9,897 3,405 2,720 279 16,302

出典：内閣府資料、気象庁RSMC Best Track Data
及び地理院地図より国土交通省港湾局作成

※

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組を全国で実施。
一部の実施箇所では、地元調整の難航や災害による被災、現場着手後の条件変更等によ
り当初の想定より遅れが発生しているが、 ICT建機を活用した施工効率の向上を図ること
等により工期短縮の取組を実施。

＜目標達成見通し判断の考え方＞

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

達成見通し □達成の見込み 課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

対策を実施する必要がある港
湾における、高潮・高波対策

令和32年度 令和31年度
毎年度の平均的な予算規模と今後対策が
必要な港湾数より算出。

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞

【６６１－２】港湾の耐災害性強化対策（高潮・高波対策）【国土交通省】 （２／４）

昨今の物価高や人件費の高騰のほか、事業着手後に判明した地盤条件等の当初の想
定との違いによる事業費および工期の増加を踏まえ、引き続きコスト縮減や工期短縮の
工夫の継続が必要

①コスト縮減取組事例
（福島県いわき市小名浜港）

通常の中詰砂にかえて、小名浜港背後の製錬工場から発生する単位体積重量が
大きい、銅の製錬過程で発生する残渣(銅スラグ)を使用することによりケーソン断
面幅を縮小し、コスト縮減を図っている。

①コスト縮減取組事例
（福島県いわき市小名浜港）

高潮・高波対策のための防波堤等の整備については、複数年の工期を経て完成する場合
が多いことから、執行予算によるアウトプットが当該年度のKPIの値には反映されず後年度
のKPIの値に反映される。
各個別の対策箇所の状況を踏まえると、５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題
に対応することで目標達成は可能。

本対策により完了時期を１年前倒し。
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【【６１－２】港湾の耐災害性強化対策（高潮・高波対策）【国土交通省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

3

【概要】
令和元年房総半島台風や令和元年東日本台風等で発生した想定外の波浪等による浸水被害や施設損壊等を踏まえ、高潮・高波対策を推進するこ

とにより、頻発化・激甚化する台風等による重要な港湾施設の被害の軽減を図り、海上交通ネットワークを維持する。

【実施内容】
頻発化・激甚化する台風に伴う高潮・高波による港湾内の被害軽

減を図るため、港湾施設の嵩上げ・補強等の浸水対策を実施

【整備効果】
高潮・高波の発生時に、海上交通ネットワークの維持や緊急物資

輸送のための重要な施設（岸壁、臨港道路等）が、長期間にわたり
供用できない事態を防止。

波浪の見直し

施設の補強・嵩上げ

多重防護

施設の補強・嵩上
げ

多重防護

電源設備の嵩上げ

高潮・高波対策のイメージ

①網走港
②新潟港

③厳原港

左図番号
地方
整備局

港湾
整備効果

（想定含む）
対象

R2d～R4dの
整備状況（m）

（R4d末概成延長/全延長）

①
北海道
開発局

網走港
沖波波高６mのところ港湾
施設の損害防止

令和４年12月の大型
低気圧

116m（598m/1,060m）

②
北陸地方
整備局

新潟港 （港内静穏度が向上） － 324m（324m/324m）

③
九州地方
整備局

厳原港 施設被害を防止※ 令和4年台風14号 163m（163m/238m）

※P.4で詳細に記載。

④和歌山下津港
荷役機器の電源浸水防止対策を行う

ことにより、地域の安定的な物流に寄
与。

④和歌山下津港

高潮・高波対策における防波堤の整備状況と想定効果の例

②新潟港
防波堤の嵩上げ及び消波ブ

ロック据え付けを実施し、防波
堤の越流を防止することにより、
港内静穏度が向上し、旅客の乗
降及び荷役作業の安全性が向上。

【【６１－２】港湾の耐災害性強化対策（高潮・高波対策）【国土交通省】 （４／４）

4

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

○長崎県対馬市の厳原港厳原地区では、平成9年9月の台風第19号（沖波波高6.0m）で、防波堤本体が倒壊したため、平成11年に復旧するまでの間、港内の静穏度が保てず、定
期航路の運用に支障をきたしていた。これを踏まえ、防波堤の設計外力を見直し、高潮・高波対策として、防波堤の港外側の消波ブロック設置に先行して、港内側に石材を追加
設置（R2d～R4d）し、防波堤本体の倒壊対策を概成させた。令和4年9月19日、九州で初めて「台風等を要因とする特別警報」が発表された「台風第14号」が九州地方を縦断した際

の沖波波高は平成9年の被災時と同等の6.0mであったが、防波堤を補強したことにより施設被害を防止でき、厳原港に就航する航路を早期に運行再開できた。

防防波堤本体が倒壊

防波堤
本体→

【整備前 ： 平成9年台風19号による防波堤の状況】 【整備後 ： 令和4年台風14号による防波堤の状況】

補強工事により倒壊防止

石材の追加設置済み

防波堤
本体→

防
波
堤
法
線

1:2

+1.93m

+6.50m

1:
1.
3

-3.70m

-5.50m

5.70

1:2
.0

1:2

6.60m

3.30m

13.20m

基礎捨石(新設)

(5～100kg/個)

被覆石(新設)

(1,000kg/個)

基礎捨石（雑石5～100kg/個程度）

基礎捨石（雑石無規格）

基礎捨石（雑石5～100kg/個程度）

異形ブロック
(シーロック40t型) 

被覆石（2,000kg/個程度）

消波ブロック(新設)

被覆ブロック(新設)

被覆ブロック(新設)
(スタビック12t型)

被覆石(新設;二層)
(500～700kg/個)

基礎捨石(新設)
(5～100kg/個)

(スタビック4t型)

2.00m

4個並び

1:2
.0

2個並び

10.75m

5.40m

港外側 港内側

(ドロスⅡ65t型)

H.W.L.＋1.93m

L.W.L.±0.00m

昨今の物価高や人件費の高騰のほか、事業着手後に判明した地盤条件等の当初の想定との違いによる事業費および工期の増加を踏まえ、引き続きコスト縮減や工期短縮の工
夫を継続していく。
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【【６１－３】港湾の耐災害性強化対策（走錨対策）【国土交通省】（１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

令和元年房総半島台風等で発生した走錨事故を踏まえ、港湾における船舶の避難に必要な
水域を確保し、来襲する台風から海上交通ネットワークを守る。

KPI

＜KPI・指標の定義＞

（５か年）
分母：船舶の避泊水域を確保する必要がある港湾
分子：分母のうち、暴風時の安全な避難泊地の確保を実現した港湾

（中長期）
船舶の避難に関連する外郭施設等の整備が必要な港湾における整備対象延長のうち、施設全体の整備

が完了した延長の割合

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
港内避泊が困難な港湾や混雑海域周辺の港湾等において、避泊水域確保のための防波堤等
を整備することでKPI・補足指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
対策の推進のほか、整備中の防波堤が地震や台風で被災すると、指標の値が変化。

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か年

【国交】船舶の避泊水
域を確保する必要があ
る約50港湾のうち、暴
風時の安全な避難泊
地の確保を実現した割
合

KPI ％ 17（R2） 22 23 25 -
42

（R7）

中長期

全国の港湾（932港）の
うち、船舶の避泊水域
を確保（港湾計画等に
基づく船舶の避難に関
連する外郭施設等の
整備）する必要がある
施設延長（60km）の整
備完了率

KPI ％ 82(R5) - - 82
100

(R26)
-

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・骨太の方針2020 において、３か年緊急対策後については、中長期的視点に立って
具体的KPI（数値）目標を掲げ計画的に取り組むとされており、港湾の耐災害性強
化対策（走錨対策）について、KPIを設定することとなった。

・各地方整備局等や港湾管理者において、5か年加速化対策閣議決定当時の港湾
計画や継続中の事業から、今後対策が必要な港湾のうち、実施状況や工事の調
整状況を踏まえて、5年間で対策が完了すると見込まれた港湾を計上し、「R7dまで
に42%」と設定した。

・「第１次国土強靱化実施中期計画」の策定に際し、中長期の目標を再設定した。

予算投入に
おける配慮
事項

・社会資本整備重点計画等に定めた目標の確実な達成を図るため、各事業の必要
性・緊急性を総合的に勘案して予算投入を図る。

地域条件等
を踏まえた
対応

・激甚化・頻発化する自然災害に対応するため、想定される暴風の発生時に、港内
避泊が困難な港湾や混雑海域周辺の港湾等において、走錨事故を防止する観点
から、過去の災害発生状況を踏まえ、各地域における対策内容を検討。

＜地域条件等＞

1

地形条件、海象
条件等が異なる
ことを踏まえ、堤
防の高さ等に配
慮した上で各地
域における対策
を推進。

指標 R3 R4 R5 R6※ R7※ 累計

インプット

予算額（国費） 3,530 3,755 2,943 5,308 3,834 19,371

執行済額（国費） 3,529 3,755 2,608 238 10,131

■過去の台風経路

出典：内閣府資料、気象庁RSMC Best Track Data
及び地理院地図より国土交通省港湾局作成

※

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組を全国で実施。
一部の実施箇所では、地元調整の難航や災害による被災、現場着手後の条件変更等によ
り当初の想定より遅れが発生しているが、 ICT建機を活用した施工効率の向上を図ること
等により工期短縮の取組を実施。

＜目標達成見通し判断の考え方＞

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

達成見通し □達成の見込み 課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

船舶の避泊水域を確保する必
要がある港湾における、暴風時
の安全な避難泊地の確保

令和32年度 令和27年度
毎年度の平均的な予算規模と今後対策が
必要な港湾数より算出。

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞

【６６１－３】港湾の耐災害性強化対策（走錨対策）【国土交通省】 （２／４）

昨今の物価高や人件費の高騰のほか、事業着手後に判明した地盤条件等の当初の想定
との違いによる事業費および工期の増加を踏まえ、引き続きコスト縮減や工期短縮の工夫
の継続が必要

港湾における船舶の避難に必要な水域を確保する防波堤を整備は、複数年の工期を経て
完成する場合が多いことから、執行予算によるアウトプットが当該年度のKPIの値には反映
されず後年度のKPIの値に反映される。
各個別の対策箇所の状況を踏まえると、５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題
に対応することで目標達成は可能。

①コスト縮減取組事例
（高知県室戸市室津港）

①コスト縮減の取組事例
（高知県室戸市室津港）

構造形式を見直し、設置する消
波ブロックの個数を減らすことで
コスト縮減を図った。
【▲約12億円】

本対策により完了時期を５年前倒し。
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【【６１－３】港湾の耐災害性強化対策（走錨対策）【国土交通省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

3

【概要】
令和元年房総半島台風等で発生した走錨事故を踏まえ、港湾における船舶の避難に必要な水域を確保し、来襲する台風から 海上交通ネットワークを守る。

令和元年の走錨事故以来、港湾区域において走錨事故は発生し
ていない。引き続き、港湾における船舶の避難に必要な水域を確
保し、来襲する台風から 海上交通ネットワークを守る。

H30 R１ R2 R３ R4

事故件数 １１ 1 0 0 0

港湾区域における令和元年～令和４年の全国の走錨事故件数（件）

荒天時における港内避泊状況の例

室津港 小名浜港

【実施内容】
港内避泊が困難な港湾や混雑海域周辺の港湾等において、避泊水域確保のための防波堤等を整備。

【整備効果】

想定される暴風の発生時に、海上交通ネットワークの維持の観点から、港内避泊が困難な港湾や混雑海域周辺の港湾等において、走錨事故を防止する。

【走錨事故の被害例（横浜港南本牧はま道路）】

国際コンテナ戦略港湾である横浜港南本牧コンテナターミナルと首都高湾岸
線を結ぶ、横浜港南本牧はま道路において、令和元年房総半島台風（令和元
年９月９日）により走錨した船舶が衝突する事故が発生。

復旧に８ヶ月近くの期間と多額の復旧費用を要した。

通常の利用状況

被害の状況

はま道路
海上部 610m

位置図

復旧工事の様子

【復旧工事の概要】
復旧金額：40.8億円
工事期間：令和元年１１月１４日

～令和３年１月２９日
供用再開：令和２年５月７日

下田港

【６６１－３】港湾の耐災害性強化対策（走錨対策）【国土交通省】 （４／４）

4

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

防波堤の整備により、荒天時に船舶が安全
に避難できる静穏水域を確保。

沖合を航行する船舶の海難事故の減少、安
全性の向上に寄与。

防波堤の整備により、避難可能な隻数は7
隻追加され、13隻となり、令和3年11月の荒
天時には9隻の船舶が避難した。

青森県の八戸港外港地区では、防波堤の整備により、荒天時に船舶が安全に避難できる静穏水域が確保された。

位置図・船舶避難配置

＜対策前＞ ＜対策後＞

荒天時に、港内に避難できる水域が不足。

港内に避難できない場合、沖合を航行す
る船舶の浅瀬への乗り上げや座礁等の海
難事故が発生するおそれ。

八戸港の周辺では過去に荒天時に走錨が
原因と思われる乗り上げ事故が発生。

防波堤未整備時の避難可能隻数は６隻。

100～500GT
未満

500～
1,000GT未満

1,000～
3,000GT未満

6 0 0

100～500GT
未満

500～
1,000GT未満

1,000～
3,000GT未満

6 4 3

昨今の物価高や人件費の高騰のほか、事業着手後に判明した地盤条件等の当初の想定との違いによる事業費および工期の増加を踏まえ、引き続きコスト縮減や
工期短縮の工夫を継続していく。

避難する船舶（令和2年4月撮影）

避難可能隻数 避難可能隻数
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【【６１－４】港湾の耐災害性強化対策（埋塞対策）【国土交通省】（１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

令和２年７月豪雨において、漂流物により航路が埋塞したことを踏まえ、豪雨による大規模出
水時等に船舶が安全に港湾に到達できるよう、浚渫を行うとともに漂流物回収を含めた体制
を強化し、海上交通ネットワークを維持する。

KPI
＜KPI・指標の定義＞

分母：埋塞対策等を行う必要がある港湾及び開発保全航路
分子：分母のうち、豪雨等による大規模出水に備えた対策を講じ、航行の安全性を確保

した港湾

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

豪雨による大規模出水時等に船舶が安全に港湾に到達できるよう、浚渫を行うとともに漂流物
回収を含めた体制が確保されることで、KPI・補足指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
対策の推進のほか、整備中の防波堤が地震や台風で被災すると、指標の値が変化。

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か年

【国交】埋塞対策等を
行う必要がある港湾及
び開発保全航路（約60
箇所）のうち豪雨等に
よる大規模出水に備え
た対策を講じ、航行の
安全性を確保した割合

KPI ％ 0（R2） 2 5 7 -
11

（R7）

中長期

全国の港湾及び開発
保全航路（947か所）の
うち、埋塞対策等（水
域施設の埋没対策、
海洋環境整備船等の
船舶建造・修繕）を行う
必要がある港湾及び
開発保全航路（100か
所）の整備完了率

KPI ％ 4(R5) - - 4
100

(R31)
-

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6※ R7※ 累計

インプット

予算額（国費） 18,625 11,741 15,599 19,407 98 65,471

執行済額（国費） 18,614 11,741 15,266 1,645 47,268

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・骨太の方針2020 において、３か年緊急対策後については、中長期的視点に立って
具体的KPI（数値）目標を掲げ計画的に取り組むとされており、港湾の耐災害性強
化対策（埋塞対策）のKPIを設定した。

・各地方整備局等や港湾管理者において、5か年加速化対策閣議決定当時の港湾
計画や継続中の事業から、今後対策が必要な港湾のうち、実施状況や工事の調
整状況を踏まえて、5年間で対策が完了すると見込まれた港湾・航路を計上し、
「R7dまでに11%」と設定した。

・「第１次国土強靱化実施中期計画」の策定に際し、中長期の目標を再設定した。

予算投入に
おける配慮
事項

・社会資本整備重点計画等に定めた目標の確実な達成を図るため、各事業の必要
性・緊急性を総合的に勘案して予算投入を図る。

地域条件等
を踏まえた
対応

・激甚化・頻発化する自然災害に対応するため、大規模出水時の土砂・漂流物によ
る航路・泊地の埋塞により長期間にわたり船舶が航行できない事態を防止する観
点から、過去の災害発生状況を踏まえ、各地域における対策内容を検討。

＜地域条件等＞

1

地形条件、海象
条件等が異なる
ことを踏まえ、堤
防の高さ等に配
慮した上で各地
域における対策
を推進。

■過去の台風経路

出典：内閣府資料、気象庁RSMC Best Track Data
及び地理院地図より国土交通省港湾局作成

※

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

①コスト縮減取組事例
（関門航路）

達成見通し □達成の見込み 課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

港湾及び開発保全航路におけ
る、豪雨等による大規模出水に
起因する埋塞への対策

令和32年度 令和29年度
毎年度の平均的な予算規模と今後対策が
必要な港湾数より算出。

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞

【６６１－４】港湾の耐災害性強化対策（埋塞対策）【国土交通省】 （２／４）

昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、引き続きコスト縮減の工夫の継続が必要

当初計画時点 縮減取り組みグラブ浚渫船×１船団 グラブ浚渫船×２船団

航路内の浚渫工事において、これまでの安全対策等の実績を踏まえ、関係機
関との調整により安全を確保しつつ１現場あたり２船団を配置することで工
期の短縮及びコスト削減を図った。

・工程の短縮に伴う間接経費の削減（約5百万円（令和2年度実績））
今後とも、可能な限り工期の短縮及びコスト削減への取組みに努める。

浚渫等は複数年の工期を経て完了する場合が多いことから、執行予算によるアウトプット
が当該年度のKPIの値には反映されず後年度のKPIの値に反映される。
各個別の対策箇所の状況を踏まえると、５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題
に対応することで目標達成は可能。

＜直面した課題と対応状況＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組を全国で実施。
一部の実施箇所では、地元調整の難航や災害による被災、現場着手後の条件変更等によ
り事業費増加や当初の想定より遅れが発生しているが、地元調整による工事への理解や
ICT建機を活用した施工効率の向上を図ること等により事業費削減・工期短縮の取組を実施。

本対策により完了時期を３年前倒し。
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【【６１－４】港湾の耐災害性強化対策（埋塞対策）【国土交通省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

3

【概要】
令和２年７月豪雨において、漂流物により航路が埋塞したことを踏まえ、豪雨による大規模出水時等に船舶が安全に港湾に到達できるよう、浚渫を行うとと
もに漂流物回収を含めた体制を強化し、海上交通ネットワークを維持する。

港口部にポケット（くぼみ）を整備することにより、流入する土砂が捕捉されることで、航路･泊地の埋没を防ぐ
国の海洋環境整備船により、漂流物回収を実施

浚渫工事（関門航路）

【整備効果】
港口部のポケット（くぼみ）の整備や浚渫工事によって航路･泊地の埋没を防ぐとともに、海洋環境整備船の体制を強化し、海上交通ネットワークを維持する。

【実施内容】

港口部のポケットの整備

海洋環境整備船の配備

令和2年7月豪雨時の漂流ごみの陸揚げ令和2年7月豪雨時の海輝・海煌による流木回収

浚渫工事（宇部港）

【６６１－４】港湾の耐災害性強化対策（埋塞対策）【国土交通省】 （４／４）

4

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

【整備前 ：大量の土砂流入による航路の閉塞】

【整備後 ：必要な航路水深を確保し、船舶航行の安全性向上】

静岡県富士川の流下土砂等が西からの強い沿岸流により田子の浦港に到達し、港内に至る唯一の航路である中央航路内に流入している。平成23年９月においては、約
3.2万m3の土砂流入等による航路の閉塞により、20日間にわたり船舶の入港ができない事象も発生した。

航路内へ流入する土砂を捕捉する機能を有したポケットを整備することにより、荒天時における土砂の流入による航路埋塞が抑制され、必要な航路水深を確保し、船舶
航行の安全性が向上する。これにより、田子の浦港を利用する企業の競争力の強化や経済活動の継続に寄与する。

昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の工夫を継続していく。

【位置図】

田子の浦港田子の浦港
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【【６２】走錨事故等防止対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

臨海部施設周辺海域、特定港及び船舶がふくそうする海域等に監視カメラやレー
ダーを設置し、海域監視体制の強化を図り走錨等に起因する重大事故を未然に防
止する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

1

③目標達成に向けた工夫

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

＜KPI・指標の定義＞

(海域監視に必要な機器等の整備を実施した箇所)／(海域監視に必要な機器等の整備が必要な
箇所)×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

海域監視に必要な機器等の整備を実施することで、KPI指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

整備を実施する以外にKPIの変化に影響を与える要素はない。

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況 ※

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か年

【国交】海域監視が可
能なカメラやレーダー
等の整備が必要な船
舶通航信号所等（45箇
所）の整備率

KPI ％ 22（R2） 38 60 71 100 -
100

（R6）

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6※ R7 累計

インプット

予算額（国費） 116 0 294 116 0 526

執行済額（国費） 111 0 270 0 381

２．予算の状況（加速化・深化分）

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 走錨等に起因する事故の再発防止に係る有識者検討会の結果を踏まえ、
海域監視体制の強化が必要な箇所を選定し、目標値を設定。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 走錨事故が起こった場合に人流・物流に与える影響が特に大きい海上空
港周辺海域及び船舶交通がふくそうする海域に優先的に予算を投入し、
監視カメラ又はレーダーを整備。

対策の優先度等の考え方

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 平成30年の台風21号の影響により関西国際空港連絡橋への船舶衝突事
故が発生した大阪湾及び令和元年房総半島台風の影響により横浜港南
本牧はま道路への船舶衝突事故が発生した東京湾において、重点的に海
域監視体制を強化。

＜直面した課題と対応状況＞

（※着手後に生じた課題はないため、当該項目に記載する内容はありません）

①四日市港防波堤灯台
（三重県四日市市）

②横浜船舶通航信号所（本牧信号所）
（神奈川県横浜市）

①四日市港防波堤灯台
②横浜船舶通航信号所

（本牧信号所）

監視カメラを信号所に設置

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

監視カメラを灯台に設置

＜地域条件等＞上記に記載した通り。

・ 監視カメラ等の設置箇所について、海上保安庁で所有する灯台や信号所、通信施設等
の既存の施設を活用することで、コストを削減。

＜目標達成見通し判断の考え方＞
■ 単年度の予算及び工事により対策が完了する施策であり、予算執行とKPI率は比

例する。KPIは計画どおり推移し、目標を達成した。

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
■ 昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえて、コスト縮減等の工夫を図ることで対応。

＜加速化・深化の達成状況＞

④④目標達成の見通し

達成見通し □達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

【【６２】走錨事故等防止対策【国土交通省】 （２／２）

４．整備効果事例
①効果事例の概要（全国的な状況）

②効果事例の概要（個別地域の例）

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

○全国各地の臨海部施設周辺海域、特定港及び船舶交通がふくそうする海域等にお
いて、海域監視体制強化に係る整備を実施。

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

走錨事故等防止対策 令和７年度 令和６年度
対策が必要な箇所の事業規模と毎年度の
平均的な予算規模より算定

■ 「横浜港南本牧はま道路周辺海域の監視体制強化以降、「令和元年房総半島台風」に
匹敵する台風は同地域に接近していないが、台風等接近時においては、監視カメラ、
レーダー等様々な機器を活用し、走錨が疑われる場合には早めの情報提供を行って
おり、対象海域において走錨に起因する重大事故は発生していない。

＜取組状況＞

■ 令和元年房総半島台風の強風等により、貨物船が横浜港南本牧はま道路に衝突し、
通行止めになるなど、物流等に甚大な影響が生じたことから、走錨事故等防止対策の
一環として、横浜本牧ふ頭に監視カメラを整備することにより、横浜港南本牧はま道路
周辺海域の監視体制を強化し、走錨した船舶へ情報提供を早期に行うことで、船舶の
走錨等に起因する重大事故を未然に防止する。

横浜港南本牧はま道路（海上部）

（横浜港南本牧はま道路被害状況）

（監視カメラの整備状況） （監視カメラで見た はま道路周辺海域の状況）

■ 令和6年度をもって本対策が必要な箇所の整備は終了。今後は、本対策を実施した海
域において、台風等の自然災害時における海域監視・情報提供を的確に実施し、走錨
等に起因する重大事故を未然に防止する。

＜取組状況＞

＜効果事例＞ 令和2年度以降、船舶の走錨等に起因する重大事故発生件数は０件である。

＜災害外力に関するデータ＞
■ 「令和元年房総半島台風」以降、同地域に同規模以上の台風は接近していない。

＜当該エリア内の関連施策の実施状況＞
■ 臨海部施設の管理者等からの依頼により、当該施設

周辺海域に航路標識法に基づくバーチャルAIS航路
標識を表示する体制を整えたことで、本対策との相
乗効果を図っている。

大型タンカーバース その他海上施設発電所

＜監視カメラ＞ ＜レーダー＞

管区
３か年

緊急対策
５か年

加速化対策

一 0 2

二 0 4

三 3 5

四 1 4

五 4 11

六 0 3

七 2 4

八 0 0

九 0 1

十 0 0

十一 0 1

合計 10 35

整備を実施した箇所（～令和6年度末）

■本対策により完了時期を１年前倒し

※令和6年度末までに整備が完了または実施が決定している箇所数
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＜直面した課題と対応状況＞
・ 整備場所が離島や気象海象の影響を受けやすい難所且つ僻地で、船舶を使用しなけれ

ば施工できないなどの条件があり、工事を受注できる施工業者数が限られていることか
ら、入札参加資格を広げ、より広く入札参加者を募るなどの措置を行い契約、履行した。

・ 整備対象の航路標識が近傍にある場合は、整備工事を一括で契約することにより、資材
の一括調達が可能となり、施工コストを縮減することができた。

・ 施工に伴い航路標識の利用者に対する事前周知や関係各所との各種手続きが必要で
あるが、十分な時間をかけ計画的対応することで、施工に影響のないよう履行した。

対策の優先度等の考え方

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 航路標識が倒壊、損壊した背景から、直接海水が浸入する地域はもとより、台風
等の強風により塩分を含んだ風潮が飛散することで海水が浸入する可能性が高い
地域について、前述の予算投入における配慮事項も加味しつつ優先して対策を実
施。

１１．施策概要

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

1

③目標達成に向けた工夫

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

【【６３－１】航路標識の耐災害性強化対策（海水浸入防止対策）【国土交通省】（１／２）

航路標識の基礎部や外壁等に海水等が浸入する環境を遮断することによりコンクリートの
劣化及び内部の鉄筋やアンカーボルトの腐食を防ぎ航路標識の倒壊を防止する。

＜KPI・指標の定義＞
（海水浸入防止対策の整備を実施した箇所)／(海水浸入防止対策の整備が必要な箇
所）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
海水浸入防止対策を実施することで、ＫＰＩが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
整備を実施する以外にKPIの変化に影響を与える要素はない。

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か年
【国交】海水浸入防止
対策が必要な航路標
識（461箇所）の整備率

KPI ％ 72（R2） 76 84 90 93 -
100
（R7）

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6※ R7 累計

インプット

予算額（国費） 150 0 92 55 12 310

執行済額（国費） 117 0 64 2 185

２．予算の状況（加速化・深化分）

※

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 台風の影響により倒壊、損壊した灯台の原因を調査したところ、基礎コンクリートと
灯台のベースの隙間から海水が浸入し、アンカーボルトが腐食したこと及びコンク
リートの亀裂等から海水が浸入し内部の鉄筋が腐食したことにより倒壊、損壊した
ことが判明。

・ 同様の設置条件にある航路標識の調査等を行い、海水等が作用することにより倒
壊等の蓋然性が高い461箇所の航路標識を選定し、令和7年度末に整備を完了す
ることを目標に設定。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 離島や気象海象の影響を受けやすい悪条件下に設置された航路標識が多いため、
年間に受注、施工が可能な業者数が限られることから、管轄する管区、地域ごとに
整備する箇所数を配慮し、予算を投入。

②田子の浦港西防波堤灯台
（新たな資材導入による工期短縮の取組事例）

①佐木港本佐木一文字防波堤北灯台
（工事の一括契約等によるコスト縮減の取組事例）

気象海象の影響を受けやすい整備場所施工に船舶が必要な整備場所

＜地域条件等＞上記に記載したとおり。

（２箇所を一括契約）契約）

①佐木港本佐木一文字防波堤北灯台
（広島県三原市）

②田子の浦港西防波堤灯台
（静岡県富士市）

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

■ 令和４年台風第14号では、暴風を伴う激波浪を周囲で観測したが、海水浸入防止対策
を実施した四浦港深良津防波堤灯台は倒壊、損壊することなく安定した航路標識の機
能を維持した。

＜目標達成見通し判断の考え方＞
■ 単年度の予算及び工事により対策が完了する施策であり、予算執行とKPI率は比

例する。KPIは計画どおり推移しており、目標を達成する見込み。

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
■昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえて、コスト縮減等の工夫を図ることで対応。

＜加速化・深化の達成状況＞

④④目標達成の見通し

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

４４．整備効果事例
①効果事例の概要（全国的な状況）

②効果事例の概要（個別地域の例）

【６６３－１】航路標識の耐災害性強化対策（海水浸入防止対策）【国土交通省】 （２／２）

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

航路標識の耐災害性強化対策
（海水浸入防止対策）

令和12年度 令和７年度
対策が必要な箇所の事業規模と毎年度の
平均的な予算規模より算定

■ 大分県津久見市の四浦港深良津防波堤灯台では、倒壊、損壊を未然に防ぐため、
航路標識の基礎部等に海水等が浸入しないように遮断措置を実施

＜取組状況＞
〇基礎部等に海水が浸入することにより倒壊等の蓋然性が高い航路標識について、

海水浸入防止対策を実施。

■ 海水浸入防止対策が必要な航路標識461箇所について、順調に対策は進捗してい
る。

■ 一方で、災害発生時においても船舶交通の安全を確保し、海上輸送による人流・物
流の途絶を防止するため、引き続き航路標識の海水浸入防止対策を計画的に推
進する必要がある。

＜取組状況＞

＜効果発現に関するデータ＞

＜災害外力に関するデータ＞

和 年台風第 号 は 暴風を伴う激波浪を周囲 観測したが 海水浸入防止

発現に関するデータ＞

＜効果事例＞海水浸入防止対策により、航路標識の倒壊を防止。R３年度以降、対策を講じ
た航路標識の倒壊は０件である。

■ 平成30年9月に発生した台風第24号では、暴風を伴う波
浪（波高約10m）を周囲海域で観測し、灯台が倒壊した。

（H30.9名瀬港西防波堤灯台）

%

管区
３か年

緊急対策
５か年

加速化対策

一 27 5

二 25 9

三 20 10

四 24 12

五 24 12

六 67 17

七 63 22

八 18 1

九 22 8

十 24 3

十一 16 2

合計 330 101

整備を実施した箇所（～令和6年度末）

■本対策により完了時期を５年前倒し

※令和6年度末までに整備が完了または実施が決定している箇所数
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䐟䐟KPIの定⩏・対⟇との関ಀᛶ、対⟇௨እの要⣲のᙳ㡪

1

䐡目標㐩成にྥ䛡た工ኵ

䐠対⟇の優先度等の⪃え᪉、ᆅᇦ᮲௳等

䠍䠍䠊施⟇ᴫ要

ண備電※のᩚ備ཪは電※のኴ㝧電ụ化に䜘る電※႙ኻ対⟇をㅮじる䛣とで、長期電に
䜘る⯟㊰標㆑のᾘⅉ等の未↛㜵Ṇをᅗ䜚、⯪⯧㏻のᏳを☜ಖする。

䛆䠒䠒䠏䠉䠎䛇⯟㊰標㆑の⪏災害ᛶᙉ化対⟇（電※႙ኻ対⟇）䛆国ᅵ㏻┬䛇（䠍䠋䠎）

䠘KPI・ᣦ標の定⩏䠚
㻔電※႙ኻ対⟇のᩚ備を実施した箇所㻕䠋㻔電※႙ኻ対⟇のᩚ備が必要な箇所）㽢100

䠘対⟇の᥎進にకうKPIのኚ化䠚
電※႙ኻ対⟇のᩚ備を実施する䛣とで、KPIᣦ標が進ᤖ。

䠘対⟇௨እにKPI・ᣦ標値のኚ化にᙳ㡪をえる要⣲とそのホ౯䠚
ᩚ備を実施する௨እにKPIのኚ化にᙳ㡪をえる要⣲はない。

䠏䠊重要ᴗ⦼ホ౯ᣦ標（KPI）等の≧ἣ

ᣦ標
⨨
䛵䛡

༢
⌧≧値（年度）
䈜計画⟇定時

㻾3 㻾4 㻾㻡 㻾㻢 㻾㻣
う䛱㻡䛛年

䜰䜴䝖
䝥䝑䝖

中長期

䛆国䛇⯟㊰標㆑（
国㻡㻘1㻞㻡か所）のう䛱、
災害時の電※႙ኻ対
⟇が必要な⯟㊰標㆑
（103か所）のᩚ備
⋡

⿵㊊
ᣦ標

䠂 㻞0（㻾㻞） 3㻢 㻢4 㻣1 㻣㻥
100

（㻾10）
㻥0

（㻾㻣）

５䛛年
䛆国䛇電※႙ኻ対⟇
が必要な⯟㊰標㆑
（103箇所）のᩚ備⋡

KPI 䠂 㻞0（㻾㻞） 3㻢 㻢4 㻣1 㻣㻥 㻙
㻥0

（㻾㻣）

䜰䜴䝖
䜹䝮

中長期 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙

ᣦ標 㻾3 㻾4 㻾㻡 㻾㻢䈜 㻾㻣 ⣼計

䜲䞁䝥䝑䝖

ண⟬㢠（国㈝） 120 0 1㻥㻢 3㻤 39 3㻥3

ᇳ行῭㢠（国㈝） 10㻞 0 10㻡 0 㻞08

䠎䠊ண⟬の≧ἣ（ຍ㏿化・῝化分）

対⟇の優先度等の⪃え᪉

目標値の
⪃え᪉、
見直し≧ἣ

・ 䛂ኚ㔪点のᣦ標や ‴のධཱྀを明♧するⅉྎ䛃及び䛂䜅くそうᾏᇦにおいて⯟行Ᏻ
に必要なሗᥦ౪等を行う⯪⯧㏻⯟ಙྕ所䛃等のう䛱、長期電時にᙳ㡪をཷ
䛡るྍ能ᛶのある103箇所の⯟㊰標㆑を㑅定し、令和10年度末にᩚ備をする
䛣とを目標に設定

・ ５䜹年ຍ㏿化対⟇の目標値は、ᶵჾの老朽度、⯟㊰標㆑の重要度を㋃䜎え、≉に
優先度の高い箇所を᪩期にᩚ備する䛣ととし、㻥0䠂に設定。

ண⟬ᢞධに
お䛡る㓄៖
㡯

・ 㞳ᓥやൢᆅに所ᅾする⯟㊰標㆑がከいため、非常用発電ᶵや大ᆺのኴ㝧電ụ
⨨を設⨨する工を実施するには、施工期㛫が長期にர䜚、ཷὀ施工できるᴗ⪅
のᩘが㝈䜙䜜る䛣と䛛䜙、⟶㎄する⟶༊、ᆅᇦ䛤とにᩚ備する箇所ᩘを㓄៖し、ண
⟬をᢞධ。

対⟇の優先度等の⪃え᪉

ᆅᇦ᮲௳等
を㋃䜎えた
対ᛂ

・ ᪤Ꮡの非常用発電ᶵの経年ຎ化がⴭしいཪは、ண備電※の✌ാ時㛫が▷く長期
電に䜘䜚ᶵ能がṆする⯟㊰標㆑について、優先して対⟇を実施。

䠘直㠃したㄢ㢟と対ᛂ≧ἣ䠚

・ ᩚ備ሙ所が㞳ᓥやൢᆅで、施工難所である箇所がከく、工をཷὀできる施工ᴗ⪅が
㝈䜙䜜ている䛣と䛛䜙、ධᮐཧຍ㈨᱁をᗈ䛢、䜘䜚ᗈくධᮐཧຍ⪅をເるな䛹のᥐ⨨を
行いዎ⣙、 ᒚ行した。

・ ฟධ ⯪⯧の⯟行⟶ไを行うಙྕ所においては、常時ಙྕに䜘るሗᥦ౪が必要なた
め、新たな電※⨨を๓にᩚ備し、電※ษ᭰時㛫を᭱ᑠ㝈にするとともに、ฟධ ⯪
⯧がᑡない時㛫ᖏにษ᭰作ᴗを行う䛣とで、用⯪⯧䜈のᙳ㡪が᭱ᑠ㝈となる᪉ἲを
᥇用するな䛹、運用にᨭ㞀がない䜘う施工した。

䐟ᅄ᪥ᕷ㜵Ἴሐಙྕ所
（୕重┴ᅄ᪥ᕷᕷ）

䐠ᐊᡞᓁⅉྎ
（高▱┴ᐊᡞᕷ）

䐠ᐊᡞᓁⅉྎ
（工期▷⦰のྲྀ⤌）

䐟ᅄ᪥ᕷ㜵Ἴሐಙྕ所
（工期▷⦰のྲྀ⤌）

䠘ᆅᇦ᮲௳等䠚ୖグにグ㍕した㏻䜚。

䠘䝁䝇䝖⦰ῶや工期▷⦰のྲྀ⤌䠚

⇞ᩱ䝍䞁䜽と発電ᶵが୍యᆺの電※䝅䝇䝔䝮の᥇用等に䜘䜚工期▷⦰

※

䕿ண備電※のᩚ備ཪは電※のኴ㝧電ụ化のᩚ備を実施。

䠘目標㐩成見㏻し判断の⪃え᪉䠚
䕔༢年度のண⟬及び工に䜘䜚対⟇がする施⟇であ䜚、ண⟬ᇳ行とKPI⋡はẚ
する。KPIは計画䛹お䜚᥎⛣してお䜚、目標を㐩成する見㎸䜏。

䠘５䛛年ຍ㏿化対⟇の⟇定後に生じた新たなㄢ㢟䠚
䕔の≀౯高やே௳㈝の高㦐等を㋃䜎えて、䝁䝇䝖⦰ῶ等の工ኵをᅗる䛣とで対ᛂ。

䠘ຍ㏿化・῝化の㐩成≧ἣ䠚

䐢䐢目標㐩成の見㏻し

㻞

䠐䠐䠊ᩚ備ຠᯝ
䐟ຠᯝのᴫ要（国的な≧ἣ）

䐠ຠᯝのᴫ要（ಶูᆅᇦの）

５䠊後のㄢ㢟 䠘後の目標㐩成や対⟇⥅⥆の⪃え᪉等䠚

䛆䠒䠒䠏䠉䠎䛇⯟㊰標㆑の⪏災害ᛶᙉ化対⟇（電※႙ኻ対⟇）䛆国ᅵ㏻┬䛇（䠎䠋䠎）

施⟇ྡ
ᙜึ計画にお䛡る

時期
ຍ㏿化後の
時期

完了時期の考え方

⯟㊰標㆑の⪏災害ᛶᙉ化対⟇
（電※႙ኻ対⟇）

令和1㻞年度 令和10年度
対⟇が必要な箇所のᴗつᶍとẖ年度の
ᖹᆒ的なண⟬つᶍ䜘䜚⟬定

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

䕔電※႙ኻ対⟇が必要な⯟㊰標㆑103箇所について、㡰ㄪに対⟇は進ᤖしている。

䕔୍᪉で、災害発生時においても、Ᏻ定的に⯟㊰標㆑ᶵ能を⥔ᣢできる䜘う、ᘬき⥆き
⯟㊰標㆑の電※႙ኻ対⟇をᅗ䛳ていく必要がある。

䕔 Ἀ⦖┴▼ᇉᕷのᖹஂಖᇸⅉྎでは、ண備電※のᩚ備ཪは電※のኴ㝧電ụ⨨化
に䜘る電※႙ኻ対⟇を実施

䕔 令和ඖ年㻥᭶に発生したྎ㢼➨1㻡ྕのᙳ㡪に䜘䜚༓ⴥ┴㤋ᒣᕷで電が発生し、Ὢᇸ
ⅉྎにおいて4㻤時㛫にわたるᾘⅉが発生。

䕔 ୍᪉、令和㻡年ྎ㢼➨㻢ྕのᙳ㡪に䜘䛳て、▼ᇉᕷにおいて電が発生したが、電※႙
ኻ対⟇を実施したᖹஂಖᇸⅉྎでは、非常用発ື発電ᶵが㉳ືし、⯟㊰標㆑のᶵ能
を⥔ᣢした。

䠘ྲྀ⤌≧ἣ䠚

䠘ຠᯝ発⌧に関する䝕䞊䝍䠚

䠘災害እຊに関する䝕䞊䝍䠚
䕔 電※႙ኻ対⟇を目的としてお䜚、災害እຊの䝕䞊䝍に䜘るẚ㍑はᅔ難。

䠘ྲྀ⤌≧ἣ䠚

䠘ຠᯝ䠚電※႙ኻ対⟇に䜘䜚、長期電に䜘る⯟㊰標㆑のᾘⅉ等を未↛に㜵Ṇ

５䛛年ຍ㏿化対⟇のண⟬㢠（⣼計

老朽化発電ᶵの 電ụのቑ設 ኴ㝧電ụ化

ᩚ備を実施した箇所（䡚令和㻢年度末）

５䛛年
ຍ㏿化対⟇

䕔本対⟇に䜘䜚時期を䠎年๓ಽし

䈜令和㻢年度末䜎でにᩚ備が䜎たは実施がỴ定している箇所ᩘ
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対⟇の優先度等の⪃え᪉

目標値の
⪃え᪉、
見直し≧ἣ

・ ὶฟ等する䛣とで⯪⯧㏻のᏳにᨭ㞀が生じるおそ䜜がある1㻘㻢3㻤箇所の⯟㊰
標㆑を㑅定し、令和1㻞年度末にᩚ備をする䛣とを目標に設定。

・ ５䜹年ຍ㏿化対⟇の目標値は、ᶵჾの老朽度、⯟㊰標㆑の重要度を㋃䜎え、≉に
優先度の高い箇所を᪩期にᩚ備する䛣ととし、㻢1䠂に設定。

ண⟬ᢞධに
お䛡る㓄៖
㡯

・ 施工䝁䝇䝖の๐ῶをᅗるため、ᾋ標等の定期とྠ୍の年度にᶵჾをㄪ㐩・設
⨨するᩚ備計画を⟇定のうえ、ண⟬をᢞධ。

ᆅᇦ᮲௳等
を㋃䜎えた
対ᛂ

・㏻ಙ䝃䞊䝡䝇䜶䝸䜰እに所ᅾする⯟㊰標㆑については、直᥋⟶⌮ົ所と㏻ಙが
でき䛪中⥅⨨をᩚ備する必要がある䛣と䛛䜙、中⥅⨨の᭷ຠ⠊ᅖにある⯟㊰
標㆑をྠ୍年度に優先して対⟇を実施。

䐟䐟KPIの定⩏・対⟇との関ಀᛶ、対⟇௨እの要⣲のᙳ㡪

1

䐡目標㐩成にྥ䛡た工ኵ

䐠対⟇の優先度等の⪃え᪉、ᆅᇦ᮲௳等

⯟㊰標㆑のὶฟ・ᾘⅉを㉳ᅉとしたḟ被害（⯪⯧ᨾ）をᘬき㉳䛣す䛣とが↓い䜘う、⯟㊰標
㆑の≧ែ（ᾘⅉ、⛣ື、ὶኻ等）を的☜にᢕᥱするための┘ど⨨をᩚ備し、自↛災害時等
において、ὶฟ等が発生した㝿に༶時ሗᥦ౪యไをᵓ⠏する。

䠍䠊施⟇ᴫ要

䛆䛆䠒䠏䠉䠏䛇⯟㊰標㆑の⪏災害ᛶᙉ化対⟇（┘どయไᙉ化対⟇）䛆国ᅵ㏻┬䛇㻌（䠍䠋䠎）

䠘KPI・ᣦ標の定⩏䠚
（┘どయไᙉ化対⟇を実施した箇所㻕䠋㻔┘どయไᙉ化対⟇が必要な箇所）㽢100

䠘対⟇の᥎進にకうKPIのኚ化䠚
┘どయไᙉ化対⟇のᩚ備を実施する䛣とで、KPIᣦ標が進ᤖ。

䠘対⟇௨እにKPI・ᣦ標値のኚ化にᙳ㡪をえる要⣲とそのホ౯䠚
ᩚ備を実施する௨እにKPIのኚ化にᙳ㡪をえる要⣲はない。

䠏䠊重要ᴗ⦼ホ౯ᣦ標（KPI）等の≧ἣ

ᣦ標
⨨
䛵䛡

༢
⌧≧値（年度）
䈜計画⟇定時

㻾3 㻾4 㻾㻡 㻾㻢 㻾㻣
う䛱㻡䛛年

䜰䜴䝖
䝥䝑䝖

中長期

䛆国䛇⯟㊰標㆑（国䠖
㻡㻘1㻞㻡か所）のう䛱、災害
時にお䛡る⯟㊰標㆑の
ᶵ能␗常に対ᛂするた
め┘ど⨨のᑟධが必
要な⯟㊰標㆑（1㻘㻢3㻤か
所）のᩚ備⋡

⿵㊊
ᣦ標

䠂 1㻢（㻾㻞） 1㻤 㻞㻤 3㻥 4㻥
100

（㻾1㻞）
㻢1

（㻾㻣）

５䛛年
䛆国䛇┘ど⨨のᑟධ
が必要な⯟㊰標㆑
（1㻘㻢3㻤箇所）のᩚ備⋡

KPI 䠂 1㻢（㻾㻞） 1㻤 㻞㻤 3㻥 4㻥 㻙
㻢1

（㻾㻣）

䜰䜴䝖䜹
䝮

中長期 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙

ᣦ標 㻾3 㻾4 㻾㻡 㻾㻢䈜 㻾㻣 ⣼計

䜲䞁䝥䝑䝖

ண⟬㢠（国㈝） 㻞0 0 45 34 0 㻥9

ᇳ行῭㢠（国㈝） 1㻥 0 43 0 㻢3

䠎䠊ண⟬の≧ἣ（ຍ㏿化・῝化分）

䠘直㠃したㄢ㢟と対ᛂ≧ἣ䠚

・ ᾋ標等の定期にあわ䛫てᶵჾをㄪ㐩し、㝣ୖで๓の標యにᶵჾを設⨨する䛣
とで、大ᖜに施工䝁䝇䝖を⦰ῶする䛣とができた。

・ ྠ୍ やྠ୍⯟㊰に設⨨する⯟㊰標㆑のう䛱定期がないᾋ標等のሙྜは、ὒୖ
でのᶵჾの設⨨に⯪⯧を用する必要があ䜚、工をཷὀできる施工ᴗ⪅が㝈䜙䜜て
いる䛣と䛛䜙、施工箇所のໟᣓやධᮐཧຍ㈨᱁をᗈ䛢、䜘䜚ᗈくධᮐཧຍ⪅をເるな䛹
のᥐ⨨を行いዎ⣙、ᒚ行した。

䐠ᾆ㈡Ỉ㐨⯟㊰中ኸ➨භྕⅉᾋ標
（⚄ዉᕝ┴ᶓ㡲㈡ᕷ）

䐠ᾆ㈡Ỉ㐨⯟㊰中ኸ➨භྕⅉᾋ標
（工期▷⦰のྲྀ⤌）

䐟⿇䞄ᾆᾋ標基ᆅ
（䝁䝇䝖⦰ῶのྲྀ⤌）
定期にあわ䛫て

㝣ୖにて┘ど⨨を設⨨

䐟⿇䞄ᾆᾋ標基ᆅ
（༓ⴥ┴⿇䜿ᾆᕷ）

䠘ᆅᇦ᮲௳等䠚ୖグにグ㍕した㏻䜚。

䠘䝁䝇䝖⦰ῶや工期▷⦰のྲྀ⤌䠚

⨨ᅗ（ᾆ㈡Ỉ㐨⯟㊰）

（4箇所を୍ᣓዎ⣙） ㏆ഐ箇所を୍ᣓでዎ⣙

※

䕿 ⯟㊰標㆑のᾘⅉ、⛣ື、ὶฟ等を㉳ᅉとしたḟ被害（⯪⯧ᨾ）を未↛㜵Ṇする
ため、⯟㊰標㆑の≧ែ（ᾘⅉ、⛣ື、ὶኻ等）を的☜にᢕᥱするための┘ど⨨の
ᩚ備を実施。

䐢目標㐩成の見㏻し

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

㻞

䐠ຠᯝのᴫ要（ಶูᆅᇦの）

５䠊後のㄢ㢟 䠘後の目標㐩成や対⟇⥅⥆の⪃え᪉等䠚

䛆䛆䠒䠏䠉䠏䛇⯟㊰標㆑の⪏災害ᛶᙉ化対⟇（┘どయไᙉ化対⟇）䛆国ᅵ㏻┬䛇㻌（䠎䠋䠎）

䠘目標㐩成見㏻し判断の⪃え᪉䠚
䕔༢年度のண⟬及び工に䜘䜚対⟇がする施⟇であ䜚、ண⟬ᇳ行とKPI⋡はẚ
する。KPIは計画䛹お䜚᥎⛣してお䜚、目標を㐩成する見㎸䜏。

䠘５䛛年ຍ㏿化対⟇の⟇定後に生じた新たなㄢ㢟䠚
䕔の≀౯高やே௳㈝の高㦐等を㋃䜎えて、䝁䝇䝖⦰ῶ等の工ኵをᅗる䛣とで対ᛂ。

䠘ຍ㏿化・῝化の㐩成≧ἣ䠚

施⟇ྡ
ᙜึ計画にお䛡る
令和䠓年度目標

ຍ㏿化後の
令和䠓年度目標

完了時期の考え方

⯟㊰標㆑の⪏災害ᛶᙉ化対⟇
（┘どయไᙉ化対⟇）

５䠕䠂 䠒䠍䠂
対⟇が必要な箇所のᴗつᶍとẖ年度の
ᖹᆒ的なண⟬つᶍ䜘䜚⟬定

䠐䠊ᩚ備ຠᯝ
䐟ຠᯝのᴫ要（国的な≧ἣ）

ྎ㢼に䜘䜚ᡴ䛱ୖ䛢䜙䜜た

⏣㎶ ᩪ⏣ᇸ༡᪉ⅉᾋ標（和ḷᒣ┴

䕔 ⯟㊰標㆑の≧ែが的☜にᢕᥱྍ能。
䕔 ᾘⅉやὶฟ等の␗常が発生したሙྜは、ᾏୖಖᏳ部等に㏻▱䛥䜜、㏆⯟行⯪⯧に対してṇ

☜䛛つ㎿㏿にሗᥦ౪を実施。
令和５年11᭶1㻣᪥、ⅉⅆ┘ど䜽䝷䜴䝗の㏻▱をཷ䛡て、ఀணℿ⯟㊰➨ඵྕⅉᾋ標が⛣ືしてい
る䛣とが判明した䛣と䛛䜙、⯟行㆙ሗ等に䜘䜚㏆⯪⯧に࿘▱を実施した。

（ሗᥦ౪㎿㏿化）

䕔┘どయไᙉ化対⟇が必要な⯟㊰標㆑1㻘㻢3㻤ಶ所について、㡰ㄪに対⟇は進ᤖして
いる。

䕔୍᪉で、災害時においても、⯪⯧㏻のᏳを☜ಖし、ᾏୖ㍺㏦に䜘るேὶ・≀
ὶの㏵⤯を㜵Ṇするため、ᘬき⥆き⯟㊰標㆑の┘どయไᙉ化対⟇を᥎進する必
要がある。

（標㆑ᨾ時のᠱᛕ）

䕔 ྎ㢼等のᙳ㡪に䜘䜚、ⅉᾋ標等がᾘⅉ、⛣ື、ὶฟ等する䛣とで、㏆㏻⯟⯪⯧がᾏ難をᘬき

㉳䛣すྍ能ᛶがある。

（䜽䝷䜴䝗┘ど⨨の設⨨）

䕔 䜽䝷䜴䝗┘ど⨨を⯟㊰標㆑に設⨨し、⯟㊰標㆑の
␗常（ᾘⅉ、⛣ື、ὶฟ等）が発生したሙྜ等に、䜽
䝷䜴䝗䝃䞊䝡䝇を㏻じてᾏୖಖᏳ部等䜈㏻▱

䛆ྎ㢼に䜘るᾋ標のὶฟ䛇

䠘ྲྀ⤌≧ἣ䠚

䠘ຠᯝ䠚 ⯟㊰標㆑のᾘⅉ、⛣ື、ὶฟ等を㉳ᅉとしたḟ被害は発生していない。

䠘ྲྀ⤌≧ἣ䠚

䠘ຠᯝ発⌧に関する䝕䞊䝍䠚

䠘災害እຊに関する䝕䞊䝍䠚
䕔 ሗᥦ౪యไのᵓ⠏を目的としてお䜚、災害እຊの䝕䞊䝍のẚ㍑はᅔ難

ᩚ備を実施した箇所（䡚令和㻢年度末）

%

%

䕔本対⟇に䜘䜚、令和䠓年度時点のᩚ備Ỉ‽を䠎䠂ྥୖ

䈜令和㻢年度末䜎でにᩚ備が䜎たは実施がỴ定している箇所ᩘ

0

50

100

2
3

4
5

191


	11_【資料11】国土強靱化年次計画2025（案）11
	11_【資料11】国土強靱化年次計画2025（案）12



